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石炭の利用，天然ガスの開発ないし核エネルギ

ーの実用化にも乃のミわらず， 石油はその経済効率

および汎用性により現代における 1次エネルギー

源の中核える地位を占めるに否－ ！たが， それは多

くの固にとって右油輸入の増大を意味した。 これ

は石油資源がゆなくと七現在主？のど三ろ中T,f{,

北アフリカ， カリブ地域などに偏在していること

による。

エネルギー需要は一般にその同の（；NPのfヰ！び

率に相関して増大する傾向が認められるので，経

済発展を志向寸る諸国にとって、 ヱネYレギー恨の

供給およびその価格いかんはきわめて震要な問題

どなってきている。最」EEEC /pら 11':::rネル干一

価格の経済的影響』という研究報告唯一I）が公表さ

れたのもそうした関係にlまかならなi。

ま’ むら .，い ｛ 

松 村清ニ郎

インドの場fr, 国民1人当たりのヱネ／レギー消

費量がもっとも少ない国のーっといわれ， しかも

その工ネルギー需要の 5割強が牛糞などのいわゆ

る非商業燃料によって満たされてきたという特徴

をも p p ごヤる (/J2)0 Lがしながら他方では世界第

Iの灯油消費聞ともいわれており，石油需要は絶

対量では近隣諸国をはるかに上回りかつそれが年

々上昇傾向にあることも事実で，食糧危機あるい

は慢竹内包な外貨不足に苦悩するイ〉ドにと ＜＞ て石

油問題は経済的に看過しえざる政策的関心事とな

η ている。

ちなみにインドにおける石油輸入に伴う経済的

負担を貿易統計の数値に基づいて試算してみると

第 1去のとおりとなる。 これをみると輸入貿易総

額に占める石油輸入のシェアーはほぼ1割近い規

模のものとた／》ており， それがため相当量の外貨

が必要となる。それは輸出貿易総額，換言すれば

輸出によって符られる外貨所得のうん約1初日分

前後を単に石油を輸入するために費消してしまっ

ている勘定になる。 これはインド国民経済に土っ

て相当t1-重荷であり負担であるといわねばなるま

い。だからといって経済活動の根幹たるエネルギ

ー源と Lて，あるいは化学工業用原料（イLドの場

合とくに化学肥料用原料〉として不可欠の物資である

石油の輸入をさしとめることはできない。そこに

インドが日本， イタリアなどと並んで石油供給の

低廉性および安定性をめぐって公権を介入せしめ
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Ⅰ　公共部門中心政策とその限界
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（出所） United Nations, UN  Yearbook of lnte, 
national Trade Statistics, 1951～63より抽出作
成。

る理由がひそんでいるように思われる。

このような観点元ミ九本稿におL、てはインドが石

油供給をめくりどのような環境条件のもとにおか

れているか， またインドの石油政策はどのような

問題をかi).えてい石かを明らかにし， できればイ

ンド国民経済にとって相対的に好ましい政策的方

向ポいずオLにあるカaを探ってみること iこしたい。

それはまた他の経済分野における問題と方向にな

んらかの関連性をもつものと煙、われる。

（注 1) FCE, [, 'influence ／，οnomiqu＂矛 dupri.r 

de l'energie, Brussels, 1966. 

〔注2) インド，•• ') J. 干Fレギ一事的と石討I(I) jヤ割に J 、
l、てはた・＇ τIfK. K. Sahni and Burrnah-Shell 

(India), India's Energy Requirements and the Role 

of Petrnleum, Paper No. 20叩 brnittedto the 5th 

¥Vorld Pdwleum C、什11日ress,1%9参照。

I 公共部門中心政策とその限界

l. 歴史的背景

インドにおける石油の歴史は 19世紀にさかのぼ

ることができる。す江わち 1866年アッ什ム外！の人

跡未踏のジャングル地域周辺で石油探査が開始さ

れ、 1889年（こは商業j阜の採油に成功し子 fグボイ

(Digboi）油田が誕生した。そこでこの原油を生産
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しかっ特製処:Ft！！するための会社がイギリス本国に

設立筆記される 4二ととなった。これが AssamOil 

Co. (1899年設立）である（注3)0 

しカミしなが，， 20世紀にはし、ってカミらイギリスの

海外石油開発はイラン（当時のペル、ンア〕南西部に

重点がおかれ， ll寺の海軍大臣ウインストン・チャ

ーチルの献策によりペルシア湾 スエズ運河ージ

ブラルタルが大英帝国の新たな生命線となるにお

よび， その後のインドにおける石油開発は事実上

ストップすることになる。 さらに当時の世界石油

供給l主主要油田に近接した地点におかれた大型の

製油所（いわゆる生産地製油所〉から最終製品の形

でなされていたので， インドもアパダンなど生産

地製；111所の製品需給圏に編入されるた竺国際：Ci治

会社の支配する市場となったのである。 こうした

関係て、店、起さるべきはこれらE大資本によるイン

ド市場の分割である。

1926年二つの大会社すなわちシェル（Royal

DutelトShell）とゾコニー（StandardOil Co. of New 

York）との聞でインドにおける石油製品販売（当時

は主として灯油）をめぐる価格戦争が起こった〈辻4¥

この両社の争いは拡大の一途をたどりインド以外

の世界市場も巻添えを食うことになり，他の石油

会社の地位をもおびやかす危険性が認められた。

その結果主要石油会社の聞で互いに現状維持と相

互不可侵を守るための秘密協定が締結され，世界

市場のカルテノレ的支配網が確立されたわけであ

る。 1928年の現状維持協定（As is Agreement of 

1928，俗にいうアクナキャリー協定〕がそれである。い

ずれにしてもインド市場分割の了解が成立したと

とは明らかである。

以上の諸事実は独立以前のインドが少なくとも

石油供給に関する限り外国資本の強大な支配力の

もとにおかれていたことを端的に示しているとい
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えよう。

2. 独立後の政策基調

さて宿願の独立を達成したインドは早速その経

済発展に関する育写真の作成に着手したが， その

際重視されたのは経済活動の分野に対する公権の

介入（publicintervention），具体的には政府の役割

糟大である。

1948年4月インド政府はその産業政策を明らか

にしたが，そこでは武器， 軍需品，原子カ，鉄道

輸送を中央政府の独占的事業とし， さらに石炭，

鉄鋼，航空機，造船，電信・電話，石油の6基幹部門

の新事業をもっぱら公共部門の独占下におき，他

の工業部門を民間部門に解放する， しかしここで

も国家がしだいに参加していくという方針が明ら

かにされたのである唯5)0 このように政府が基幹

産業を直接的にせよ間接的にせよその管掌下にお

くのはインドに限らず他の新興諸国にかなりみら

れる現象ではあるが〈住町インドの場合とくにそ

れがきわだった形で提組されたといえようか。

いずれにしてもこうした産業政策のもとで第1

次5カ年計闘が， いろいろ問題はあったにせよ，

とにかく順調に進行しているという自信のうえ

に， 1954年のインド国民会議派大会におけるネル

ー演説でインド経済欄発の政策基調が「社会主義

型社会J(socialist pattern of societめという言葉に

よって表明されたのである。これを受けて第2次

5カ年計画の初年度にあたる 1956年の産業政策決

議もインド経済開発の社会主義的パターンを明確

にした。この決議では，国家の経済的役割のいっ

そうの増大，重工業・機械工業育成の必要がうた

われ，各種産業は（1）その将来の発展が国家の排他

的責任である部門，（2）新企業の創設に国家がイニ

シャチブをとり， しだいに国有に移す部門，およ

び（3）その将来の発展が一般に民間部門のイニシャ

チプと起業に暁される部門， という三つのカテゴ

リーに分けられた。そして第1の部門（A項〉には

ほぼ1948年に示された政府独占事業と 6基幹部門

が含まれ，それに重機械が付加されたのであ

るく注7)0 

3. 石油政策の具体的混開

石油事業は6基幹産業のーっとされており，し

たがってその将来の発展が国家の排他的責任であ

るA項部門に属することになる。

(1) 石油関係組織機構

このような政策基調に基づいて具体的な石油政

策を展開するにはそのための組織機構の整備，新

設がまず必要となる。

インド連邦政府における石油主管当局は当初天

然資源・科学研究省（TheMinistry of Natural Re-

sourc邑sof Scientific Research）であったが，その後

改組されて鉱業・燃料省が石油事業を所管するこ

ととなった。なお 1963年11月の行政動織改正によ

り新設の石油・化学省（TheMinistry of Petrole剛

and Chemicals）の手に移され今日に韮っている。

石油事業の分野で公共部門（publicsector）中心

政策の具体的な担い手となるのは原油開発関係で

は石油・天然ガス庁（Oiland Natural Gas Com-

mission－一略称。NGC）である。これは1955年12月当

時の天然資源・科学研究省の下に設けられた Oil

and Natural Gas Divisionの発展したものであ

る。 Divisionが Commissionとなったのは型56年

8月で，その後59年10月に法令に基づく機関とい

うことになった。この1959年法の規定によれば

ONGCは，石油資源の開発計画の立案，推進，組

撤，執行の任に当たり，かっ石油および同製品の

生産ならびに販売を行なうということになってい

る（注8¥

公共部門事業としてはこのほかインド石油会社
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/J二あるr 1 !J:"i6年の合辻法にHIJして58年8JI株式会

nインド製油所！IndianRelinじrics,Ltd ）が設立さ
れたが， その後設立された販売会社インド石油

1, Indian ( )ii Compa口、， Ltd.山崎rr設立）と lリ64年 9

月に合併し， IndianOil Corporationとなり今日

；こ至って lぜ、るもの／：それであるつ もtc，ろんインド

此府の 100つら出慣にヒる国策会社であるーという

までもない（注9)0 

(2) public sect川と外資とen関係

周知のように石油事業は任額の資本：と高度の技

/,!;iを必要土する資作法約的rlt：業である r 守：た石川i

事業が一つの産業として歴史的に誕生し発展した

のはアメリカ合衆国？？ある。 てうしt~ー関係で少 le

ぐとも政令Ir的見地上りすれ紅ア£リカがいちばん

進歩しているといえる。

こうした明係かじ｝もただで主え資本ど肢術に之

しい新興悶インドが独力で石油事業を行なうこと

は不可能である。 Lたがってイi油事業ゲ；公共部！”j

の専管 ·j~.ll'i とされたにもかか才〉らず， 最初］からケト

間企業の手を借りなければならなかったわけであ

る。も J yとも195(,ij_:.(!j産業政策決議カsなされた,I)

りにも， そこに盛られた規定は厳密に適用される

のでは／なく， たとえ tfA項にf,;-まれる産業でもう

ナショナん・インタレストかんみて必要な場合に

は既存の私有企業の拡張や新企業設立における民

！日j資本山協同を妨げ人、いと L、う留保がなされてお

り(IUO），石油もその例外ではなかった。

換言判 Iif, 19,1ri {Joおよひ同年の産業攻策』こ盛

られた公共品門を中核とする経済開発ないし社会

主義型社会という考え方は， 少なくとも石油に関

する限り 1'/＇.ジョニ点 Jるいit.flt!念にとどkり具体

的な政策の展開過程においては民間一一この場合

外国資本 の活動をかなけれ程度許宗 そのiめ

けを借りなければならないのである。 つまり外資
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導入である。 ただし冷戦の激化という国際情勢の

もとでインドは非同盟qj立政策としウ立場にあっ

た関係もあってか， 外国資本と技術の導入に際し

ては東側jからの援助も受け入れる態度をとった。

13) 開発と生産

まずJJ；（油開発につい亡であるが， すでに触れた

よウl斗戦前においてはイギリス系のアッサム石油

会什の手によりインド最初の油田としてディグボ

イの！！日発がな ，：： ;j l商業量の生産が行なわれノてい

fこO アッサム布油会社はこのほかにもスルマ渓谷

のノ、 γ，レプール（f1adarpur）やマ／レゲリータ出力の

7 クム・ナムダン（MakunトNamdang）において石

油を発見したがいずれも商業量の規模の生産にお

よift仁いままに前者は 19:l:l年に後者は1949年に放

菜、された。 またヂィグボイ南西約25-zイルに位置

する寸ホルカテ fヤ（Naliorkatiya）においても地質

調査ならびに試掘がなされていたが第2次大戦勃

発I二上け中止されたまEになっていたのである。

Jtlt伝？を 1951年に至りアァサム石油会社は新規ラ

イセンスを得てナホノレカティヤにおける探鉱活動

を111:mJL 1953年に商業最の採油tこ成功， さ心に56

年にはナホルカティヤから南西約257イルのモラ

ン（l¥loran）にむいても油開の所在をつきとめたの

である。

1959年インド政府はアッサム石油の持株会社た

るI:'，~，マ石油会社（Burmah Oil Co これはイギリス

の｜現策会社 BritishPetroleum Co.の系列会社でもあ

る）ど（／）間lこ新しい協定を結び， インド政府およ

びピルマ石油各半額出資による共同事業体として

Oil In<lia, Ltd.を設立し，前記ナホルカティヤお

よびそうン油 LHを新会朽の手tこ移すこととした

UII l〕。

他方インド政府としてはすでに設立した凶策機

関 ONGCを通じて積極的な原油開発に着手した
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い意向であったが， それ自身必要かつ十分な探鉱

技術な九びに資材を有していたわけでなく， 主た

いわゆる 7大石油会社としても上述の OilIndia, 

Ltd.の場合を例外とすれぽインドにおける原油開

発事業， とくに会共部門中心たよるそれにあ士り

乗り気であったとも思われない（注12）。これは一つ

に：ま中東地域の縫認埋蔵J誌が色、速に土台大し国際以

油市場が過剰供給の傾向を示していたことにもよ

るであろう。

けっきょくインドは東側からの援助を受けるこ

とになる元＂， これはインドがLノ、わゆる非同盟r[i立

政策をその外交指針としていたことからも当然の

成行きであったかも知れない。いずれにせよ ON-

GCはソ連からの技術援助によ J、てグジャラート

州キャンベイ湾周辺地域の探鉱活動に右手， さら

に／レーマ二アの出力を科てパシヅャッブ州その他

地域における開発計画を推進するなど活発な動ぎ

を示した。その結果1958与にキャンベイ1nceam1店 y)

近郊に有望な天然ガス資源の試掘に成功し，次い

で60年にiま同じくグジャラートイト｜アンクルスヴア

ール（Ankleshwar）に， 61年にはキャンベイ北部の

カロール（Kalol）にそれぞれ相当長の原油が存花す

ることをつきとめたのである。

このように粒立後のイ〆ド仁おける炭化水素系

資源の開発は，すでに触れた OilIndいという共

同事業体を別格とすれば， 曲りなりにも国の機関

たる ONGCの主体的能動性によってなされたと

いうことができょう。

インド連邦政府は，石油が国防戦略物資でιあ
る関係でか， 問国における原油埋蔵量および生産

最の具体的数杭を機密扱いとしており， その詳細

は不明である。ただしアメリカの石油産業専門家

第2器製 インド石油確認埋蔵量推定（1967年末〕
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おりである。 また主要池田の所在を図示すれば第

l図のとおりとなっている。

なお最近のインフォメーシ自ンによれば， 1966

年のインド国産原油年間生産量は約3700万ノミーレ

ノレで，このほかサウジアラビア，クウェート，イラ

ンなど中東原油の輸入が年間約1億0900万ノごーレ

ルとなっている（注13）。したがってソ連原油の輸入

をネゲリジブルとすれば（ソ速からの輸入は主として

灯油などの製品輸入〕，インドの原油自給率は，ほぼ

25%前後と推定される。これは石油の輸入消費国

としてはかなり恵まれた状現にあるというととが

できる。ただしインドの石油製品需要は第2図に

示すご？とく急速に増大しており（1959～64年におけ

る全製品の年平均伸び率は約10.4%），今後はたして

ONGCが予想するように原油白給度が向上するか

どうかは即断できない。

(4) 特製と製品供給

さで次に石油精製部門を中心とする石油製品供 、、

による 1967年末現在のインド原油埋蔵長の推定が 給の問題についてであるが， これは原油開発の場

なされているので参考のため掲げると第2表のと 合とかなり事情を異にするようであるの

33 



1968020036.TIF

第 1函 インド石油産業換策状況
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政めてャうまでもなく，世界各地域の石油製品

供給は戦前においてはアパグンなどいわゆる生産

地製油所から 7大石油会社の販売組識網を通じて

なされるのが A 般であったが，戦後とくに 1950年

代以降各消費地域における石油需：要の規模増大に

よって消費市場に原油を輸送しそこで精製しかっ

販売す石といういわゆる消費地精製方式が発展し

てきたが，インドの場合もその例外ではなかっ

た。ただしそれはインドの主体的意志に基づくと

いうよりむしろ7大石油会社の世界政策の一環と

34 

？？ 
Jレ
湾

⑨稼動中の製；出

《診建設中の製油所

⑪計画中の製油

‘i也回、ilス国
幽一原i由パイプライン
幽岬E 製品パイプライン

日製品パイプライン（計例rii)

してt.Jレト・インされていたといったほうがより

適切であるかも知れない。

独立当初のイシドはすでに述ぺたようにアッサ

ム州ディグボイにわずかな国産原泌を保有するに

すぎず，したがってボンベイ， マドラス，カ／レカ

ッタなどの沿岸諸地方においてはたとえばパーマ

・シェノレ（Barmah-ShellOil Storage and Distributing 

Co. of India）をはじめ7大石油会社の系列下にあ

る石油貿易・販売会社の手を通じて製品の形で輸

入されるのが一般であった。しかしながらインド



らかにされた国民会議派政府の産業政策に即した

形というよりむしろ国際石油会社の申請を認可す

るような形で製油所の新設がはかられることとな

もともと資本と技術に乏しいインドとしては

このように外国民間資本の活動を好むと好まざる

とにかかわらず許容せねばならなかったという事

の地理的条件にかんがみて臨海製油所が建設され

ることになる。

まず1951年11月，当時エッソとモービルのスエ

ズ以東における共販会社であったスタンダード・

ヴァキュアム（StandardVacuum Oil Co.）はボンベ

イ近郊のトロンベイに製油所を建設する認可をイ

ンド政府から得て，翌52年インド法人として

Standard Vacuum Refining Co. of India, Ltd. 

〈現在の EssoStandard Refining Co.。fIndia, Ltd.) 
を設立， 54年から操業を開始した。

次いで 1952年11月 BPとシェノレ系の精製会社と

して Burmah-ShellRefineries, Ltd.がやはりイン

ド法人として設立され同じくトロンベイに製油所

的に重視し公共部門の排他的管掌下におきたい意

向であった石油精製事業について，

に位置するヴィサカパトナム（Visakhapatnam）に

製油所を建設する認可もインド政府から得たので

ある。

このようにインドは基幹産業のーっとして戦略

情もあろう。いずれにしても 1950年代にはいって

からこれら外資がインドにおける石油精製事業に

その場合インド

好むと好まざ

Caltex (India) Ltd.が CaltexOil Refining (India) 

を除く 6社の系列下にある石油精製会社がインド

3ラ

さらに53年3月にはカルテックス系の

カルカッタとマドラスのほぼ中間

るとにかかわらず寡占的な巨大外国資本の進出を

7大石油会社のうちガルフ

本格的にのり出すことになるが，

許容する結果となり，

Ltd.を設立し，

を建設，

る。

1963 1964（年）

世

状況のもとに発生したのが有名なイラン石油固有

化紛争（1951～54年）である。この紛争によりアパ

ダン製油所が事実上閉鎖を余儀なくされた結果，

国際石油資本は従来の生産地精製中心政策を改め

おりから石油需要の急速な増大という時期ともか

の石油需要もその他世界の諸地域におけると同様

に消費地域に製油所を建設することを可能ならし

める規模のものに増大してきた。 このような基本

界各地域の消費中心地に近接した地点に製油所を

新増設するほうが相対的に好ましいという政治的

判断を下すに至ったとみて差支えあるまい（注14）。

したがってインドにおいても独立後の 1948年に明

（出所） Bureau of Mines, Dept.。fInterior, U. 
S. A., World Petroleum Statistics, 1959～64 

より作成。
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に聴を据えたわけである。

4. 外貨危機と石油供給の方途

さてこれら外資系の製油所は l%11t「介、ら5N＂－に

Jいけて相次し、で定成しインドにも消費地精製方式

川実現；きわたわけであるが， これらはいずれも臨

海叫油所であ！］， 広大な大陸国家たるイン！ごの石

油担，fi',1li＇£を企部まかなうことはむきず， 主た午
ケ l()()()Jjといわれる人口増加とそれに伴うこE芋）L,・

・・／－－＇，需要の J｛／六、 インドの石油製品需要情造の特

民性 C，，、jコ：L：；：，灯油；－導型）なども方、；〉んで依然と

して海；Fいl、，・，不足,JcJi',7：を購入すど〉必i},'._i/1：あったc

[ l)50 ・午f¥v）後半ずなわ九E日行～57年ごろ士での

fンド;J:外貨に乏しいどはし叫、なj／， ら過去におけ

る害問分をftいつぶ十ことに上－・てどぺにか対タト

債務を Lのく三とができ， その隈りでは野心的な

+i；刑1司手古川阿川成功しうるというパヲ色の夢に包
主れていたといえるかも知れないp にもかかわら

寸三寸ーでi.::~1l＇.わた上うに， 石油輸入に要ナる外貨支

出；士IL]I；祭収支］：相当な圧迫要問であー，たごとは己主

d，ていうまでもないれ
けれど｛｝連邦政府による f生2、なじ主化政策の行

きづまり、 慢性的な食嵐不足などの恵条件が累積

L，ために子持外貨はジリ賞の 途をたどり対外

出務もJ百大オ心などfンド経済は芹'fiるの！支を±t｝す

：王かりとな－，た。

( 11 外資との相克

このよ〉なが態のもとでは， イン！ごとしては出

際借款司 日向与などを別とすれば，.，~－ピー貨によら

貿易を実現ずるかそれともノミークー取引という ii

典的な物守交換方式にたよる以外にその必要とす

る物資を海外元通ら輸入する道はないわけで， 石油

プ〉調達もその例外ではなかったっ

f也ふ伝統［内にインドへ石油製品を供給しかっ

最丘で；ffンド［宮内の精民事業にも進Illしている

36 

巨大l:tl際石井11資本としては国際通貨たるドルも L

くはポンドによる決済をその建前正している関係

七 交換性をもたさるルビー貨取引には原則とし

て応ずるわけにはし、かない。

どころがここにインドにとってまことに,jl,6Yfcn 

存在があった。それはほかでもないソ連石油であ

る。周知！のように第2パもー油田の開発進展に伴

っとソ連は干1乱1!輸出余力をもつようになり脈拍お

よび製r'11＇：の供給者として国際干 1｛由市場に復帰する

上うにな＇）た。このような立場にあるソ連として

はその石油i賞作古市場を拡大するとともに社会主義

諸出以外にも友を得るごとが国家的利益となる。

しかもインドのように東西両陣営間にあって非同

盟，-p立政策を際持している！:Elは国際政治的にみて

きわめてI主要な存在でもあろう。 とすれば従来の

経済・技術協力（たとえば鉄織をはじめすでに述べた

{,ilH探鉱など） -l::並んでドil~Iの余剰石油をインドに

供与することは一石二鳥ということになる。もと

より ｛＞ ドとしては外貨不足という背に腹はかえ

:・,;j Lない事’陪にあるわけで， ソ連とインドとの間

；二石油ノミーケー取，JIが成立したのは自然の成行き

であコたといえよう。

けれどもインドにとって問題はそう簡単ではな

かった。それはインド同内の石油精製能力および

製品販売網がほほ外国資本の支配下にあるという

事情による。そこでインド連邦政府とこれら巨大

［κ［際石油会社との間に一種の冷戦が展開されるこ
l, I＇＿，.ァヌ
」 V」 Jよ ,;c;,o

fなわ九インドi土ソ速から原油および精製品を

ノ〈ーター貿易で輸入してもそれを精製処理すべき

述、5な製油所を白己の名において持たず， また石

油製品の貯蔵・配給設備が完備しているわけでも

たレ。それがため政府としては外資系石油会社に

対しソ連原油の精製ならびに製品の販売を要求す
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る以外になL、。 L カ •L ＝れは干｛治会干上fi!JJ（こと，，て

受け入わられない問題であるm1:,¥ 

石油会？士としては世界的な原itlii共給過乗ijぴ〉おり

から， ;':;/I.ぞれ自社系列J)原泌をできる限りさば

／，，なければならなし、先こ。ろインドに製品11所投資

を行な J 、Tこ，.＇）も， 〕亡：tとU、えばfじ 1：、を将来とも

干f.S'UょJJi;H11Jl、柏市ぬとして硫｛呆したし、ためであ.' 

たといえ心。 したiシミペピ店売敵ωソJ主干J託11を受：子

入れることは全く考慮に値しなb、ことである。か

といって在日］資産山凶有化はイ〉｜ごにと p ても石

油会社にと，ても灯土しい選択方法日よないに；y

• jきtく石油会社；土イιドで精製処理するL!J}*1:[l;(

ィilll:7J「iliiHt<t川 nsf目的l1,riぽ／を引き fげること iこよ

｝てイ々 ド（日l]v＞外貨負Hlをその分fニil軽減主せる

措置をと J＇／こ υ

石油製Mけじ二） I，、 C'L インドは貯蔵・敗~·.：：.施， i!J'.0)

聞係でとうし lごも外資系のネット IYークにi,nらざ

るをえす， ソ連製品び＞lな岐し、をii出会社iこ要求し

た乙片手く一~.札 2dl, ためにソ連均、らの両日松みを 1,l

f「わせねば／，：ハh,、羽LJになってし i、う》

この上・）iニイン｜、；主、ノj宝石油の輸入について11

~c;;；に苦し し、立t誌におかれたか，！京以i供給過剰とい

勺［JJ際的環境のもうで、結果的に従来かん輪入さ

Jiてヤた外資系原；11,および製品のfu:if与を，；Iさ・1,・,r

させると 1ィイ間接的fょ収穫を得たといえらっ l'.Ii)() 

年代の終わり；＼ゐらり（）年代の初めにかけて展開さオp

t二以上のやりとりは， [is］際原i1fl1~1i格水準を引き下

げる有力なーl!;Jとh,JJ%0年の主主；11i回機構（いi》E＜二）

ド芝、Z(l）要閃のーっと 1,な.）たのである。

イ／ド政府と外資系：［i油会社左 0）対立はその後

j,断続的に杭くか〈これに Jパ、てはぬ述する），いず

れにしても fンドとしては改めて事態を校本的仁

再検討寸ペき必要にj白i,;/ tた，わけ -r:あるι

(2) Pul】lie:3eじtのr八のi号傾斜

それはし、うまでもなく，外出資本がインドを将

来ともtf望な石油市場とみて活動することはあっ

ても， 国際収支状況を改善するというような同氏ー

経済的要請に即したビヘイビアを必ずしも期待で

きないこと， したがってかかる要請に応えるには

fンド白らの主｛本的活野jによらなければならない

ことを改めて認（iJil¥tすることである。 ということは

インドの湯合公共部門重視政策に再傾斜すること

を意味する。ただしこの場合，独立以後に喧伝さ

れた社会主義パターン去しづ哲学に主~づく公共.J}II

["10）育成強化というよりも， むしろ前述したよう

な背に腹はかえられないというせつばつまった；立

材、合いが，少なくとも石油産業に関する限り，よ

り強かったとみるのが妥当ではなかろうか。

1958年 8JJ，インド政府の全額出資により株式

会社インド製油所（Indian]{efine口出、 Ltd.）が設立

さjし これと前後してルーマニアとの間に締結し

た技術協－／］協定に基っし、てアッサムチMコーハティ

(( ;,wlはti）にH産処県能力 1万5000ノふーレルのi斗台

出；1111jrを主主i立 (1962年に稼動開始），ついで1%1年に

はソ連の媛助でヒV、ール十I・！ノミロ』二（Barauni）と

クジャラート州コヤリ（Koyali）にそれぞれ4万お

よび九万ノ：ーレノレの国営製油所い、ずれも国産／J；（れ＼j

｛食用〕を建設する協定を結び，石油精製事業への

本格的な進出方針を明らカミにしたのである（ii 16）。

また 1959｛ドにはインドにおける石油製品の販売

会社土 Lてインド石油株式会社 (IndianOil Compa 

ny, Limited）をやはり政府出資により設立，カソ

！）〉スタンドを初めとする輸送・配給禍の確立／；を

itカ￥るごとになった（この砂市はすでに触れたように

1 (j/j,j f] iこf?t~: L. Indian Oil仁川porationとたり今日に

およんでし、る）。

しかしながら問題はそう簡単に解決される筋合

いのものではない。
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石油麗識とくにこの場合石油精製部門と石油製

品輸送および版元部門は巨額の資金を必要とし，

したがってかかる資金調達をいかにして行なうか

という問題が残る。 とりわけインドのように経済

開発計閣の遂行に関し外国援助をあてにしなけれ

ばならない国においては，相当難問であることは

火をみるよりも明らがである。

しかもインドの石油需要は人口の増大などの盟

由により年々増大化傾向を示しており， これにト

分見合った供給を行なうことはなみたいでいのこ

とではない。

にもか治、わらずfンドとしては国安石油会社を

テコ入れせざるをえない立場におかれているわけ

である。前述したように，コーハティ，パローニ，

コヤリなどの製油所建設については会いわいソ

連，ルーマニアたどの援助により現実のものとす

ることができたが， それだけではもとより不十分

であり，またガソリンスタンドを初めとする販売・

サービス網を確立しなければならなャ。

こうした問題について TheOil and Gas Journal 

諸は 196＇.！年末当時つぎのように伝えて u、た。すな

わち， 「インド政府は若干の石油をソ速から引き

続き購入し，石油精製能力の増設をL1e1で行なうー

方，民営製油所を現存規模に抑えるという政策を

保持してきた。 しかしながら急速な需要の伸びは

蒲体な経済と相まって政府をしてかかる目標の実

現を困難たらしめている。民営精製会社は，政府

品輸入原油の大中高値り｜とルピー払いを求めその条

件を会社側としては応じられないとしてし、る関係

上， 暫定的なベースで現在フノレ操業している」と

（注17）。

もしそうだとすればインドが指向した公共部門

への再傾斜はかなり岡難を伴っているといわざる

をえなし、であろう。にもかかわらず1960年代には
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いってから国際石油産業の展開過程にはインドと

して活路を見いだしうる新しい胎動が芽ばえてい

たことが注目されよう。そしてそれはいわゆる独

立系冶4油会社と産油国政府などを恥心とする国際

石油市場への積極的参入であった。

〈注3) アッサム石油はその後 1921年に Burmah

Oil Co.の100%子会社となる。なお後者は汚 H与の

Anglo-Persian Oil Co. （現在の BritishPetroleum 

Co. 51%イギリ；，：.政府資本〉の系列下にある。

（β4) ンェルは1918年にその：（Eロシア資産を革命

ソピL ト政府の手により収用されたが，それでもシェ

ルと Soconyの両社はともに1920年代の初期には大量

のロンア原泌を引き続レて良い耳元り， これを精製して

インドその他極東地域で販売していた。しかしシzル

はその被収用資産の補償に関する対ソ連交渉の行きづ

まりからソ述原油の不良による報保を決意し，その協

））かえを Soconyに申し入れたのである。 Soconyと

してはインド市場を保持するためにはソ連原油の購入

継続を必要と L・n、るところから γ3ノレの申入れを拒
託正ることとなり，その結果河社のインド市場をめぐ

る争いに発牒，灯油販売価格の引下げ鋭争が起こった

J）である〈アメリカ合衆国述邦取引妥員会，言立み良二

ぷ『向車芸石治カルテル』，イ）i由評論社，昭和34lf, 

235-236ベージ〕。

（注5) JII [[J侃編『インドの経済開発と国際収支ム

アジ γ経済研究所調査研究報告双完治45集，昭和38年，

109ベージ。

（注6) 新興開発途上限において経済発展の分野に

！対Jる政府の役割が大ラいことについては M F. 

Millikan and D. L. M. Blackmer ed., The Emerg-

ing Nations: Their Growth and U. S. Policy, 

1961, chapter 5参照。

なおエネノレギー産業とくに石油産業への国家介入の

理由についてはイタリア炭化水素公社の報告書喜に詳し

い（EnteNazionale Idrocarburi, Energie et Ilydro-

car仇，res,1963）。
（注7) 川目侃，前掲脅， 109ベージ。

( ii: 8) Petroleum Information Scrv’ice, The lndi-

an Petroleum IIandbook 1966, New Delhi, p. 7. 

（注9〕 なおインドの石油関係国策機関としてはこ

のはかコーチン製油所（ι~ochin Refineries Ltd.）など

があり，また研先機関と LCインド石油研究所(Indian
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Institute "f Petroleum）などがあるけ

（注10〕 IndianInvestment Centre, Investing in 

India: Indian Investment Cent1・e, Objects and 

Functiοns, 1961, pp.JO～11. 

（注ll) なおての1959行協定lこれいてはインドの国

営製油所（アッサム州の Gauhatiおよびピハール州

の Barauni）への原油供給パイプライ ン（全長約72()-7

1 , ... ）の淫営院理仁も内たることにな／ょて．、る（οil
and Petr，οleum Year Book, 1964、］）.434）。

（注12) 詳しいことはわからないが， 7大石油会社

系によるイ J ドの原油開発が OilIndia以外に皆知、で

？っt.士とレうわけでtIなし、。たとえlfThe Oil and 

Gas Jοurnal, Dどc.26, 1960によればエッソとモービ

ルの共同子会社たる Stanvacが当時インド政府の25%

資本参加を得てベンガル盆地ごの探鉱活動を行なって

いたが失敗 i，新たにインド政府仁協力ずる形でイ y

1・北丙部仁利権を得t:し、意向t：と伝えられていたα
（注13〕 TheOil and Gas Journal, Nov. 6, 1967, 

pp. 65-66. 

（註M〕 庄油lii！関係当q者あるし、改戸〉ドンのオイ

ルエコノミスト九：どとのインタピューにおいても，消

費地精製方式発展の最大の誘悶はかかる政治的配慮

（それにじいl際石油資本.＇）みたっず石油申告入消費同政

府の判断も日まれる）にはかならたいとし、うは解が一

様に打、されてい任。

（注15) The Oil and Gas Jour河al, Dec. 26, 

19“0, p.129. 
（注Hi) Petroleum Informat,on Service, op. cit., 

pp.17-19. 

〈注17〕 The Oil and Gas Journal, Dec. 31, 

1%2, p.102. 

II 最近の政策的方向一一新しき協調

への道一一一

戦前の国際石油市場はいわゆる 7大石油会社を

中核とする寡占的支配体制のもとにおかれ， たと

えば原油価格ならびに石油製品価格が基準地点制

度（BasingPoint System）のもとにおかれるなど協

調的寡占状態を現出せしめていたといえよう。

しかしながら戦後とくに 1950年代にはいってか

ム，成長経済に起因するエネ／レギー需襲のスカイ

．ロケット的増大とその流体化傾向により石油に

対する需要が世界的に急増してきた結果として，

間際石油市場は戦前の協調的寡占状態から，価格

競争を伴ういわゆる競争的寡占状態へと変化して

いったと認められている。これは市場規模が急速

に拡大された必然の結果であったかも知れない。

いずれにせよかかる急速な市場規模の拡大に基づ

く石油産業の発展は， 7大石油会社の系列下にな

いいわゆる独立系石油会社（Independents）の国際

石油市場〈とくに東半球のそれ）への新規参入を招

くことになる。

他方， かかる国際石油産業の急速な発展により

膨大な利権料収入を特るようになった産油国政府

も， 自国石油資源の開発tこ自らのり出すとともに

石油精製および製品販売部門｝こも進出する方針を

政策的に具現化してヤくこととなる（注18）。なおこ

のほか西欧・日本などの主要石油消費屈の函営・

民営資本も国際石油産業に積極的参加をはかって

いること改めてヤうまでもなヤ。

1950年代後半から60年代にかけて国際石油市場

に名のり出てきたとれら新規参入者たちは，原油

の開発と生産， あるいはその原油販売市場網確立

のための精製部門投資惜19〕などに最大の努力を傾

詑していったのである。

国際石油産業のこうした新しい発展は政策的ジ

レンマに陥っていたインドにとってまさに救いの

神であったようである。

1. 石油精製設備投資のニュールック

インドは外貨不足というような経済的悪条件を

当面かかえているとはいえ，国際的にみて将来か

なり有望な石油市場であること多言を要しない。

そこで国際石油産業への新規参入者である独立系

石油会社ならびに産油国国営会社などの一部はそ
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の余剰原油をさばくための新しいマーケットとし

てインドに目を向け，その橋頭鎚として製油所投資

を行なうオファーをインド政府に試みた。その際，

7大白油会社に比べてヤJ,0ば限界生産者（marginal

producers）でもあるこれら新規参入者は，かなり

fンド刊の要望を受け入れるような形で政府に接

近したものと恩われる。 こうし たオファーは，政

策的ジレンマに陥っていたインドとしては見のが

すべからざるものであった。そしてここに新しい

タイプの国際共同事業体が出現するのである。そ

の第lはコーチン製油所であり，第三がマドラス

！日山所建設協定である。いずれも fL ドにおける

従来の製油所投資とその性格を異にしており， イ

ンドにとって一つの政茶的転換ともなったという

ことができょう。

(1) コーチン製油所建設協定

1963年4月27日，インド政府は同国ケララチトlコ

ーチン（Cochin）に日産約5万パーレルの新鋭製油

所を建設する協定の締結に成功した旨を発表し

たG その相手はアメリカの独立系石油会社フィリ

ツ－7＂ス（ PhillipsPetroleum Co.）であり、このほか

インドの民間資本ダンカン・ブラザース（Duncun

Brothers and Co. of Calcutta）も当事者の一員とし

て加わっていることが注目される。

この協定により上記王者は新たに government

public limited companyとして「コ一千ン製油所J

（仁川1inRefineries Ltd.）を設立 1-；，＇，二とに同意し

た。 協定第4条によれば新会社のj引を資本は約1

t在日（）（r;jlレピーで， 当初の夜、込資本は約7000万／レ
ピーとなっており，新会社への出資比率はつぎの

とおりである（注20）。
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インド政府………...・ H ・・・・・・51%

フィリップス・・－ … 一三5%
ダンカン……口－ 一一 • 2% 

インド公衆などインド政府

の承認するもの….......・ H ・・22%

また協定上インド側にとってメリットと思われ

るものを略記すれば，以下のごとくとなろう。す4

tI.. f）わ，

（イ） ブ （ ＇） ップスの資本出資は米ドノLでなされ

と〉が， そのほか製油所建設に必要な外貨はフィリ

ップ。スの資任において調達し借款として供与する

こと（第12条第1項〕，

（ロ）原油の輸入に際してはもっとも有利な条件

で？？ない（おJO条第1項），かっ適当な場合国産原油

を使用しうるとと（同第3項），

（ハ） 原油の海上輸送に際してはインド船籍のタ

ンカ』を｛応用しうること〈同第2fl'l), 

（斗製油所の生産になる石油製品で国内市場で

さばききれなU、余剰分についてはフィリップスが

引き取り輸出すること〔第8条2項〕，

などである（注21)。

これに対し亡インド政府が税法上その他の優遇

J出t，＇を講じていることはいうまでもないが， この

ほか協定の付属交換公文におU、て， ブィリップス

側が供与する原油としてオーストラリア，イラン，

イラク，サウジアラビア， 中立地帯， リビア，ア

ノレジエリア，モロッコ，エジプト， ベネズエラ，

コロンピア，英領ホンジュラス，アメリカ，カナ

グおよび東南アジア諸国産のものを合むとし， フ

fり、ソブ。スが国際石油市場における原油供給者と

しての活動が保証されることになっている倍加。

いずれにしてもインドにとってかなり満足すべ

き投資パターンであり，しかも 51%という株式保

有率から公共部門中心政策の要請にもある程度沿

ったものとして評価さるべき協定であるといいえ

よろか。 またこの協定に少数株主としてダンカン

．プラザーズというインド民間資本が参加してい



ることも注目すべき現象であろう。 さらにインド

の公衆が22%引き受けることになってし、るのも，

従来石油精製部門への民間投資が皆無であったこ

とに照らして，興味深いできごとである。ただし

その後伝えられるところでは，この 22%について

は民間の引受手が少なく， それがため計画予定が

若干ずれた模様であるが， けっき上く残余は政府

引受けということになりそうである〔/12:!l0 

なおこのコーチン協定を機に成立したインド政

府とフィリップスとの提携関係はその後強化され

原油の共同開発にまで発展していくことになる

（これについては後述する〕。

(2) マドラス製油所建設協定

さてコーチンの成功に自信をつけたインド政府

は， 1965年11月18日，マドラス近郊にやはり日産

能力約5万ノξーレルの製油所を新設する協定に調

印した。今回の契約の相手方は，産油国として古

い歴史をもち，最近ではかなり現実主義的な積極

政策をとっているイランの国営石油会社 NIOC

(National Iranian Oil Co.）と，アメリカのインヂィア

ナ・スタンダード系の AMOCOIndia Incorpo弛

ratedとである。

新会社マドラス製油所（MadrasRefineries Limit-

ed）の授権資本は 9000万ノレピーで，資本参加者お

よび出資比率はつぎのとおりであるCtl24）。

インド政府，マドラス州および

その他インド政府の認めたものー 74%

NIOC・ ・・ －・・ ー・…一回・…，ー・一回・・・・ 13% 

AMOCO・・・・・・・・・・・・ ・・・・・田・・・ ・・・・・・l:-l%

なお NIOCと AMOCO両者はわレ貨で出資

するほか，新会社に対しておのおの 1116万ドソレず

つ借款を供与することになっている（協定第2条九

項Bおよび第4条2項〕（註25）。

このように出資比率においてインド側がヘゲモ

コーを保持していること，外資側がドル借款を供

与することなど 1963年のコーチン協定の場合と大

同小異であるが， マドラス協定のきわだった特徴

をあげればつぎの2点となろう。すなわち，

(,1) マドラス製油所はイランのダリウス原油の

精製処理をその目的としていること（協定第1条l

項および第5条1項入

（ロ） マドラスにおける化学肥料フ。ラント計画へ

の参加を外資側に認めたこと（同第6条〕，

などである（注26）。

ちなみにイランのベルシア湾鉱区のダリウス、油

田は NIOCとインディアナ・スタンダード系のバ

ンアメリカン（PanAmerican International Oil Co. 

とれは現在の AmericanInternational Oil Co.）との

共同事業体 (IPAC-Iran Pan American Oil Co.) 

により開発されたものである。したがって NIOC

とインディアナの両者はダリウス原油の販売市場

を開拓したい意向をもっていたわけである。

この限りではコーチン協定の場合に比べてイン

ド側が譲歩しているようにみえるが，見方を変え

れば化学肥料プラント計画にも外資を導入しうる

という点でメリットだと考えることもできょう。

(3) 最近の動向

いずれにしても以上二つの協定は石油精製部門

における新しいタイプの国際共同事業体の成立発

展を示しているものと思われる。そしてこのよう

な新しい発展にはおよそつぎのような意味が含ま

れていると解釈される。

まずインド側にとってどういう意味をもってい

るかであるが，改めていうまでもなく，外貨不足

をカパーするとし、うインド国民経済上の政策的要

請にそったものであるということが第1にあげら

れよう。第2にそれはインドの石油政策の実質的

転換を示してし、ることである。すでに繰り返し述
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ベてきたことがら明ら点為な工うに， 全面的な外資

依存にの場合7大石油会社に自由な活動を許容し，し

かも外貨による支払い条件がきびしい）とするか， そ

れとも同党お式つまり公共部門でいく JトとL、う二

者択－v）ンレンマを克服ずる第3の方途にほかな
らない。そしてこの第九の道は少なくとも出資比

率上過半数を保持しているという点で 1956年の産

業政策仁｛）ある程度沿J Pてお；） , インド！）HJの主体

的立場合どうにか保つことができる。換言すれ

ば，実質的には外資提携であるが取扱いJ::public 

sector refineryとなしうることである。し刀、れその

提携先か 7大行油会社の系列外にあるいわゆる独

立系石油会社（Independents）ならびに産油国の国

営石油会社（これも国際的にみれば Independentsで

ある）であることも注目に値するとし、わねば、なる

まい。 これは 7大石油会社との利害対：：1：て、抜き差

しならぬ立場に追い込まれてヤたインドにいろい

ろな意味で自信を与えたものと推察されよう。

他方インドに第3の道を提供したIndc1》endents

ならびに産油国の StateEnterpriseにと円て， 7

大石油会社の支配下にある既存の石油販売市場

（いわば川山lishedmarl川）に食い込むことは至

難である関係｜；， その原油販売市場を開拓 jるに

は石油需要の増加率の比較的高い国々におけるそ

の需要増加分（つまり新規幣婆）にシェアーを求め

ねばなじない0 7大石油会社という Oligopolyに

比すれ紅限界生産者にすぎない Indepcndcntsお

よび産油悶の StateEnt日rpriseとしてはできるだ

け新規原油販売市場を杭大して， その原油生産コ

ストをffi;下させかっ投下資本の早期回収をはから

なければならないわけである。 したがって将来と

も有望なインド市場に進出してその原油販路を確

保するためには，製油所投資に関して少々の譲

歩を行たろととぐらい覚悟のうえということにな
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るのこれは国際）反対i生産事業への新規参入者（new

comer）として当然の政策でもあったと考えられ

る。その意味でインドに対する原油供給権を確保

しえたというメリットがあるわけである。

さてコーチンとマドラスの製油所協定を契機と

して実質的な政策転換をはかゥたインドは， その

後の石油精製事業計画においてもほぼそれと同じ

路線香？とる意向であったものと理解される。たと

えば商ベンガノレ州のハルデ、ィヤ（Haldia）における

コンビナート計聞の一環として臼産約5万ノ｛－レ

ルの規模の製油所を建設する予定となっており，

半速クウェート凪営石油会社（KuwaitNational Petro-

leum Co.）から資本参加ならびに原油の低廉供給

についてのオファーがなされ〔注27），その話が立消

えになるとフランスの国策会社 CFP(Compagnie 

ドrarn;aisedes Pi:troles）や社会主義国たるルーマニ

アなどからも製油所建設について資本・技術参加

の言者が出てきたりしている。 したがってインドと

してi)j、ルデ司イア計画についても当然コーチン・

7 ドラス方式で事実上の国際共同事業体とするも

のと思われたが，最近ではこのような第3の道を

とhず全額政府出資による完全な自営方式をとる

意向だとも伝えられている｛注28）。

もしそれが事実だとすればどのように解釈した

らいいであろうか。インドとしては当面白カで経

営する能力や資金が必ずしも十分でないことはす

でに明らかであり， また種々の経済的困難ならび

に石油産業の性格から計画に参加する外資を単な

る下請業者という形で取り扱いうるほどイン F'の

bargaining powerがコーチン・マドラス以後に増

大したとも思われない（注29〕。とすれば再び苦悩に

満ちた公共部門政策に戻らなければならない必然

性は考えられなし、わけだが， これは一つにはイン

ド政府・与党指導部内の見解対立の所産によるも
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のかも知れなL、（注30）。

いずれにしても本稿執筆現在， ハ／レディア計闘

i乙つU、ての最終結論；主支だ伝えられどL、なヤ。そ

れがどういう方向をたどるかはこれから決められ

ることになる才）ヴだが、実質的にはゴーチン・マ

ドラス型と大同小異のものに予算ち着かざるをえな

いのではな治、んうか。

2. 原油開発への幽際協認

さて外資との協調は単に石油精製部門にのみと

どまらず，原油開発についても，よ IJV、っそろ積

極的な協調政策がとられるようになったものと思

われる。

まずインド閣内原油開発についてであるが， す

？に述一ζたとおりインドには OilIndiaという国

際共同事業体が存在しているのを例外とすれば，

その他につu、て（土政府機関たる ONGC(Oilιand 

Natural Gas ω出 nission）を中心にソ連，ルーマニ

アなど社会主義諸国の援助によって開発がi止めら

れてさだ。し／J、しながム 1960年代にはいってから

国産原油供給：患を急増させ外貨負担を軽減させる

えめ仁原油開発を急ピソチで進める必要かん 1,'

いわゆる西側諸国の資本・技術を導入する政策を

とるtこ至った。そしてこのj原油開発についても，

石油精製部門にみられたと同様， 7大石油会社以

外の Indepenclentsとの提携がなされているのが

注目される。

1961年9月 ONGCはフランスの IFP( Ins ti tut 

Franr,;ais des Petroles）に対し西ノfキスタンに近い

ラジャスタン州ジャイサルメノI.,・ {Jai唱！mer）地域の

探鉱を依頼（これは64年2月の協定でブウンスのrs問

会社 Forasolが試掘を行なうことになり65年末までに

ど本掘Jている），またその翌年1三月にはイタリアの

国営石油会社 ENIの系列会社にアッサム，パンジ

ャッブ谷州の探鉱開発の協定金結んでし、る。 さら

に6:l年12月にはユーゴスラピアの RUDISともア

ッサム州の石油および天然ガス開発に関する協定

に調印するなど多彩な動きを示した明31)0 けれど

もこれら一連の原油開発協定はどちらかといえば

ON<;c、に対する技術協力とU、う色彩が強七回際共

同事業体と呼びうるかどうかには蝿聞がある。イ

ンドの原油開発につL、て OilIndiaの例にみるよ

うな本来的な意味での共同開発計闘が登場したの

はごく最近（l%5年以降〕のことである。すなわち，

ボンペイ北方キャンベイ湾（Gulfof Cambay）沖合

地区の開発について共同事業体 (JointVenture）方

式をとる方針が明らかにされ（注32），アメ！！カの

Independentsたる AshlandOilと UnionOilが

参加す一ることになりそうであるく注3'.l)0 

けれども原油開発の国際協調という意味でもっ

ともきわだ，）たものはインドの海外原油開発事業

への進出であろう。すなわち 1964年12月公表され

たイランのベノLシア湾沖合鉱区 No.1の競争入札

に成功し NIOCとの共同事業を締結することにな

った数グループのーつにインドの名前が出たこと

である。具体的にヤえばインドの ONGCがイタ

リアの国営会社 ENIの系列下にある AGIPとア

メリカの Independentたるフィリップスと提携

し，イランの NIOCとの共同出資により Iranian

Maritime International Co.を設立し，ペルシア

湾沖合油田の開発に参加することに成功したこと

である世34）。

このようにインドは原油開発についても公共部

門オンリーという国営方式の原則tこ必ずしも酉執

せず，外資との協調による現実主義的な政策を積

極的にとりはじめていることは興味ある変化であ

るo しれもその提携先が産油国の中でもきわめて

弾力的な政策をとっているイランとその国営石油

会社 NTOCであり，国際石油産業における Incle-

43 
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pendentsとして近年活発な動きを示しているフ

ランス（ERAP,CFPなどいずれも国策機関）やイタ

ソア（とれも国滋石油会社の ENT〕あるいはアメリ

カの Philli同や AmericanIntemation;i］などで

t,ー〉ることも主百ナベぎ現象である。

そしてかかる動きば従来国際石油産業の寡11i的

支配者でもあった7大石油会社との関係にも微妙

な影響をおよぼすことになりそうであるの

3. 外資との相克（続）

インド仁：Hける原社11および石油製i坊の輸入・精

事＇／お上び版壱 tこーiv、て主たる役割を！兵たLてきた

外資はいうまでもなく 7 大石油会社の系列に~す

る諸会社であり， それらは輸入・精製・販売の各面

においてインド政府と利吉対立状態のまま推移し

てきたこど立すヴに触れにとおりである。け)Lど

も上述したような最le数年間iこj〉たど3新しU、守，－態
び）展開を前にしご， 三れら巨大外LiJ資本山観1］にも

若干譲歩妥協のきざしがみえてきたようである。

その立融自りな｛折jが Burmah-ShellのJIJきである。

すなわちボンヘイ近郊トロンヘイにおい正純外国

系民阿部門と Lご運営されて号た Burmahーと；hell

製油却につ！ぜ、て『 19fi:i年二ろカ‘ら fンド政府か同

製油所に対する課税および販樫条件を公共部f!1Jプ

ラントなみに優遇するのと引換えに， 会社側がイ

ンド国産原油（ソ連の技術援助により開発されたもの

で具体的にはアL ケノレ正ヴアールば油〕の引受けに伺

立するとL うd,Clで、 それがカルーっケてや士ヴ

ソなどにL波及しそろな雲行きとなって芳た三と

である（間的。竺れは7大石油会社が従来インドを

その豊富な中東原油の販売市場としてきたことに

かんがみてやはり一つの変化だといわねばなるま

？、唱。

ただし)Jj(油および11(型 &1，の輸入・阪，｝~ をめぐる対

立は依然として解消していなL九三hitインドの

44 

外貨事情がその後ますま F悪化してきた三とにも

よるが，すでに明らかなようにインドの外貨流出

の最大元凶の一つが石油輸入であり， したがって

インド政府正してはルピー貨決済の可能な原油お

よび製品をとれ九外資系民間部門にも引き受りさ

せたヤわけである。

インド政府はまずノレ［士oー貿易によ》て輸入する

ソ連原油の引取りを外資側に要求したっついでソ

連およびルーマニアから同じく yレピー払いで輸入

する石油製品を外資系販売；tノートにのせるように

申し入れたが， いずれも不首尾に終わったのその

後攻府は従来どおり中東原油お上び製品を輸入し

でもよいがyレピー貨払いを認めるよろ希望したが

とれも宥油会社側の拒否するととろとなった。会

社側では期間6カ月程度の延払いは認めてもいい

があく立で支払いは同際通貨によるべきこととい

ら線を一歩も後退したいの？ある倍加。

こちした問題について PetroleumIntelligence 

Weekかは当時つぎのような評論を載せているの

が注目される。すなわち，（1）ソ連原油の輸入によ

る外貨節約ということは一種の幻想にすぎないよ

うだ，凶あるインドの財政当局者の話でも，リ速

からの輸入見返りとして出てU、く財貨は他国に苦

れば外貨所得をもたらすものであり， しかもメー

ター取引の最終帳尻は国際通貨で行なうことにな

ゥている。 こうした関係で，それはインドの外貨

問題を多少繰り延べる効果はあっても， それを排

除するものではない，（3）しかしながら他方石油会

社側去しても，中東原油の輸入弓イそンスを符ら

れないということからインド国内におけるマーケ

ット・シェアーが低下していく危険性をもってい

るこどはまおがし、ないだろう，と〈注37》。

けっきょくこの問題は両者対立のまま最終的妥

協に社到達してし、ないが，他方前述した上うなや
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りとりを通じて，インド政府の中東原油輸入価格

lづ村ーる関Jじが増大し（削8），イタリア， H本など

その他石油消苛国と故んで，国際原油価格，JI下げ

の効果を伴ったことが認められる。

（，＇主18) ,fl lくは；，l／＇.編『 OPEC、とその国際民＇l.境，1,

アジア経済研究所アジア続済調査研究双書第 128it, 

昭和41年参照。

Cft19) 製作所投資ソい十率にf.tl f原語IJ侠給怜を保

持するのが，間際石油廃業内常識といわれている。

（注20) Ministry of Mines and Fuel, Govぞ，rn-

mcnt of lndi;i, Agree’111cnt bet・wan Gove, n111cnt of 

India anどl,1ηS, Phil!iアsIもtrnleumCοοf u. S. 
A./Dun四月 Rrothe吋＆ Cο.Ltd. of Calrutta J，υr 

Establish刑円itof anοil Rξfinerγ，27th ilf'ril, 
196.?, Government of India Press, 下心w Delhi, JCJ6:l, 

p.2. 

（／主21) !hid_, pp. :o～リ

「it22) !hid_, p. 4G 

（注2:1) The Oil and Gas Journal, Feb. 8, 1965, 

p. 70_ 

01:24) ~linistry れf p《・troleumancl Ch<•micals,

Government of India, Formation Agreement he-

twee司 Go刊マー1mentof India and National lumian 

οif Company & A九fηCOIndia Incorporated of 
U. S. A. for Establish押ientof anοil Re斤neryat 
,Hadras, !8th November, 196.5, Government of 

India Press可下.JewDelhi、1966,pp. I～2. 

C/125) Ibid., p. 2, p. 7. 

（内26) !hid., p. 1. p. 9、p.10‘

Ct主27) T/11・ Oil and Gas .Tou rnal, I hて 28,

1964, p, 126.なお KNPC当局者ーの話によればインド

への投資計岡はインドの外貨支払い条件について折

？？トがつかだ hったT’仏立消えとれ たとの三ぞであ

る。

（性28）“IncliaWrapping Up One Deal, Whilε 

Annther 1 Jnrれvels”， I'dmleum lnff'lligence 1¥/ e,・kly, 

April 24, 1967, pp. 2-3. 

C!t29) 図際石油産業においていわゆる「諭仇lーん

よ止とっていろ例がtn,J，けではP口、。たと； : l !lit詰Ii

開発事業についてごく最近こうした方式が実現してい

る。すなわち1966年12月12日のいわゆる ERAP協定

方それであ冬れこれいイランの国？可j～社NIOCと7 ラ

ンスの［Jq1:1;機関 ERAP(Entreprise de Recherches 

l'l d’Activit占sPetroli己res）との問にイランの石油資

I源開たに.，，、て続；約された tJ，で ERAP刀， NIOC,;; 

事業をド掛けする1惨で協力する 4とにな q ている（詳

しくは PetroleumIntelligence Weekly, Jan. 2, 1967, 

Special Supplementな照〉。

また芋1納精製事業については南米コロンビアに In・

ternationa¥ Petroleum Co. （これはエッソの子会社で

カナゲジ人〕の系ヂlj会社が， 1951年以降 2 ロンピア政

府，nr,r イJf~ 帰した製油所を，（？tr借方式ごれ営してい

る秒lj がある cw ・ G• フりードマン， G ・カノレマノア

共編， り1[,1告守之LJJJ，トirr国際ン J イント・ヴェンチ二E
ア.l, 1/E 品研究所LI：阪ぷ， Oll利；）9｛ド， 75ぺ一；：参照〉。

Lかしこれは特殊事‘情に茶づ〈とみてよく，今後の先

伊！とfりうるものと it.思われないハ

だたしインドσ川、ルデイア計fil1iLこ名乗り 企あげてい

る力がフランスの閑策会社たるCFPであることから，

ERAP協定に類fj.')Iた請負方式が導入されえないと断

nすろ：〉はできなし。 L方、 1々がらも Lそれが実現
lたとf限定仁て札，インドがf，を得て突を捨てその代

わり F Bンスが:f,んド7てて実そそることにIfり，差ry1

L . .!Jf.'i:!'5'インド{llliiご／ラスとなりうるか J:¥ 、に疑問ltJ: 

残る。

(il:'.10) it'i務手， ~II 時業の担：1問に関する論？？がなされ

たかどぺかはつま nc（， かでないが，化学肥料工業政慨

についての批判がJ子党内部から出ていることが伝えら
れてL、手とっ

たヌえ iJ元石lrti－犬［＇.i-ctヲピア（K.D. Malaviya）な竺

が痛切な政府批判を行ない，化学肥料ヱ業に関する政

府のやり労［土 socialistbona五desを疑わ1くぎせろ

ものずit)，外潤よTHの手中にw，るものであるとし 7
いることである （Timesof India, April 6, 1966）。

ちなみにインドの化学肥料工業については民間部門

のlfi動が，＼＇！脅さ t1( わり，イドリスの豆、I，アメリブy

の AlliedChemicalsなどの外資が進出しようとして

おり，また公共部門とされているマドラス計画などの

場合ど l，イラソグI NIOCなにア？に米系 American

International一一いずれも製itt1所協定の志向事者でもあ

るー←などの資本・経営参加が認められている（なお

訴事11u『イ γ ドJ汁l＇＇料工業人アジア経済研究所，昭

和41年参照〕。

ハノレディャ計画は製油所，化学肥料プラ γ トなどを

中抜とする石油・化学コ γ ピナートであるが，外国と

4ラ
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のジづイント・ペンゴャ －｝j式ヰどらないJ;Hだし伝

えられたのがマラピアによる批判の一週間後であると

ころから （Tim川 ofIndia, April 12, 1966），インド

政府そして！土ハレデっヤ計慨をめアっ CJド＇／；＜；に芳！い

立場におかれているものと怨、われる。

(:1:n) l'etroleum Information Service, The 

Indian Petroleum Handbook, 1966, New Delhi, 

pp.10～11. 

Cn2）“India Turns tけ W('slfor Aid in りii

Hunt”， The Oil and Gas Jou門ial,Oct. 25, 1965, 

p目 8人

(ii :33) Petruleum Intel! igencr iv内長か， May I, 
1967, p. 7. 

(/U4) National Iranian Oil Co., 'Winners of 

The 1Vor1d's Iliggest Oil !,id、Pr回日Iミekase,Dec. 

19, 1964. 

たれイ／ド似I]iJ参Jjll＿；，、宇J:1 oN(;cごと額wffに上る
Hydrocarbons India Private Limited (196fi11: 3 .1 J g設

立）がそれである（PetroleumInformation Service, 

np.日・，.， p. 11)0 

m・35〕 The Oil and Gas Journal, Dec. '.lO, 
196:l, p. l l ;: ; June 21, 1965, p. l 19. 

(:t:J6) !hid., April 26、！965,p. 6S 

（注37〕“IndianSwitch to More Soviet Oilー【 V

An Exchange Saver PぺPetroleum Intelligence 
Weekly, !¥fay lη，19日， p.'.l. 

〔以38) インドには通称タルクダーノレ委員会という

石油例格に渇する委I-¥＿：~ が政府仁上り，；＇，tけれれ， ノ仁ベ

ンずノレ州知事JU. Ta!ukdar氏が会長 LL c~ 行指llfillilち

の引下げに努力Lている。なお問委員会の調子主報併に

l土 Reportof the ll'orking Group nn Oil Prices, 

Aug. 1965などがあろ

あ E ポラ

以上本稿においては主として fンドがL、わば限

定され Jヒ国際協調方式の仁と仁公共郊問中心政策

をとってきたことを明らかにしfこ。；丘学7の Th，，’

Oil and Gas Journal誌によれば，インド政府と

してはおそくとも 1987年までには石油の自給化を

達成しだU、意向のようである（＇ l:19＼こうした政策

的努力の成果として，いろいろ問題はあるにせ上，

46 

とにかくインド石油産業におげる publicsector 

のシェアーは増大してきた〔ここにいう publicsec-

torはインド側51%以上の資本参加比率をもっ国際共同

事業体を含む〉。たとえば， 1966年末現抱のインド石

油情製能力は第；1表に示すとおり34ヌJ6500バーレ

ノレ／日であるぷ，このうち7大石油会社系のシェア

ーは48‘9%で残余の51.l号イ》がインド政府の絞殺i下

にある勘定とな円ている。 とれに現在建設中のマ

ドラス製油所が加わりさらにハノレディヤ計画が完

成すればそのシェアーはさらに増大することにな

る。 と「ればインドの石油精製業は，すでに述べ

た ONGCの活動を中心とする原油開発生産部門

と同様，より一歩ナショナ；t,な性格が強ま J Bてい

くことになろう。

一方石油製品販売部門においても国営会社たる

Indian Oil Corporationのマーケット・シェアーが

1%7年現在で約；1:i%となり， 1971年までには60%

のレベ，Hこ達することが期待されている。このほ

かか，つては考えられなか－＇た石油製品の輸出が

同社の手でなされるようになり， 1966年にはナブ

サ，ガソリン，ディーゼyレ油など年間約1300万バ

ーレル金額にして約2500万ドル相当の石油製品・

半製品が主としてタイ，ど、ルマ，セイロシなどイ

ン！？以東の諸国（部は東アフリカ） Iこ輪出され外

貨節約に積極的に貢献するようになったほ4(1）。な

お1967年には年間外貨節約分が約1260万ドノレに達

する模様と伝えられている他41＼周知のようにイ

シドはその地理的条件により，原油生産地と製品

？自慢地の中間にあって石油製品を国際的に供給す

るいわゆるr[:t継地精製を可能とするがゆえに，イ

ンドにおける石油製品需給の均衡をはかり，かっ

エネルギー需要に伴う外貨負担を軽減するうえで

ま子ましv、ものとU、うことができょうか。

さて本稿執筆以後， 例のハノレディヤ計画に関す
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m 3表 イン i：石泊精事J能力(1966年末現在）

会社名 所在ι一「需泊処勇l一ゐ解能ガ｜返1質能元戸｜
Assam （〕ilCo., Di品，h<】i i 13,000 J 2,300CK i 一 i
Bum hδhell, Bombay I 84,000 I 13,000FCC I 7,000Pf I 
Caltex Oil, Visakhapatnam I 22,000 ' 8,400FCC ! - I 
Coch,n Refiner l七九 Cochin I 日l.000 ! 一一 I 
Esso Standard, Born！はy
Indian Re凸neries,: Barauni 

Gauhati 
Knvali 

（単位：バーレル／l=l) 

そ 他の

11,fXJOFCC 
12,000CK 
6,500T 

l. 700L, 250A 

11, OOOV, 850Poly 

1,500¥1‘250Poly, 2, 750A 
17,000V, 2,000A 

，！，α）OTR 
6,000CR 

G，朗OCR

’十・
凶
4
d
－
10

1つ，400C I 19,000CR 346,500 ・】 l
20,800T i 1,000’l'R 

〔注〕 C＝接触分解装憶， CK＝コーキング， FCCニ流動接触分解， T＝熱分解， CR＝接触改質， TR＝熱改質，

Pf=プラットフォーマー， L 潤滑油、 Aニアスブアルト‘ Poly二重合装邑 V二減圧蒸rfil

（出所〉 The Oil and Gas Journal, Dec, 26, J 9凶， p.1:12. 

るその後の動きが伝えんれているので右子補祭す

れば以下のとおりであるコ

いまだ協定の細目は公表されてb、ないので叫し

L、ことはわからないが， 1967年 9月llrlHのPetro-

leum Intelligence Weekかによれば，ーのたび3

年ごしの九Yレディヤ製油萌建設協定がまとまり，

フランス（国策会社 CompagnieFran,aise 恥sPetro-

ks）が製油所本体を，ルーマニ fが潤滑油プラン

トを建設し，完成後インド政府の所有に帰するこ

とになっf乙模様である。その内容がコーチン・マド

ラス方式であるのか，あるいは完全な閣有である

のかは不明であるが， たとえ後者の場合であった

にしても， 先般フランスの国営機関 ERAPがイ

ランの NIOCとの原油開発協定に請負方式（つま

リ資本参加しないU式）を導入してヤる前例にかん

がみて， フランス側が名を捨てて実をとる方式で

実質的にま国際共同卒業体（InternationalJoint 

Ventur巴）にほかならないものと推測される。

なおフランス：Jハルニ〆ィヤ計 l~tiの所要資金約

6000万ドルのうち 2000万ドルをフランスの資材・

役務提供による借款供与することになっており，

またハノレディヤの所要原油の50%(2万5000パーレ

ル／日相当分）供給権を7ランス側が獲得し（成余は

l!;l産涜（1lhでまかなう〕，イランのアガジγリ原油をカ

ルグ島渡し I士OB公示価格1.79ドル／ノξーレルの

,10%〆fスカウントでキ面5カ年間供給すること

にな－－＇ている（沖 42）。

しかしながら他方ではインドにとって好ましか

らざる材料がないわけではなL、。た左えばインド

の不足している灯油輸入（主としてソ連製品〕がお

りからの中東紛争によるスヱズ運河再閉鎖のあお

りでタンカー・フレートがスカイ・ロケット的に

上昇した結果，従前の価格上り 80%高となり，外

貨不足に悩んでいるインドにとってまた難聞が出

てきた感じである。

さらにいえばインドにおける石油需要は， その

人口増大と和玄って，最近でも年約8%の割合で

伸びており， はたして現在のような政策路線で石

油供給しうるかどうか危ぶむ向きもある。アメリ

カ石油業界からの報道では，“Lone-wolfoil poli-

cy hurts India，，としてかたくななインド第一主

議が必ずしもインドにとって得策でないとしてい

るが位制，これはむしろ 7大石油会社の利害を代

弁した発言とみて割り引いて受け取る必要があろ

フ。

イン fとしては， やはり国際石・油産業において

47 



1968020050.TIF

い：！＞If限界生産者たる独立糸石油会社との聞に，

より有利な条件を実現「るごとにcl：コて、寡占的

な 7大石油会社に対する bargainingpowerを強

めてν、くよLとがインド闇民経済の要請に合致する

ものと考えられ l工う。

の分野においても，他山の石たるべき意味をもっ

であろうの

（付」39〕 Theοiland Gas Journal, Nov. 6, 1967, 
p, 65. 

( 'l'.40) Ibid. 

〔注41〕 Petro!e百m Intelligence Weekly, Sept. 11, 

Iりら7,p. 7 インドは依然として貧困であり，経済困難に直

面している。にもかかわらず石油産業にみる上述

の政策的方［11Jは， イシドにとって和対酌にべ廿ー

な方途であり， そしてかかる政策的方向は他産業

(1142〕 Ibid.,Sept. 11, 1967, Nov“20, 1967. 

（’Jヒ43) The Oil and Gas Jounal, Nov. 6, 1%7. 

（料査企出ii窒_l任調ff研究員）

アジア経済研究所刊行

インド工業の技術水準 [> （ンド旅染力発段（柴村羊五）じ〉主婆産業における工業水準と

:I惟肺門t珂ザゴキ「羊 /i:編
J主if水準（tぐ下字・小松r:lfr次・ 1羽信女、・高ru；泣;j<IJ)［＞各国り技
術媛助の tだ態（石本Jjl力） ［＞インド工業化の技術的基幣（内回俊平手）

360H Y 900 [>JVJ由実fれ，，，jft （内田俊存・石神力）

イ ン ド の金勲章IJ 度 ［〉概B店主（！ム1!1弘樹・1仁UcJ'Jlセと資本形成｛問、ii｛実）わイ γfの金泳It機

括和：広凹弘雄編 限IC村n俊雌）[> 1ント J）段業金融（桶舎典明）［＞インドにおける

5'.!0CT ¥1500 為：＇， SH ii （：長谷，l./,) ［＞イノドにわける外国投資（木原行雄）

インド機械工業と貿易搭造

日崎連哩務~H'Iる橘 弘｛？：編

600貰￥1500

インドの小規模工業

間同州研究主井上照丸編

300資苧 750
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I>む＇，H橘，lf,（午）： ( ＇／ト後械；［二 Eの結，；＇；と宋 F'fH玉［立正美一）I＞イ

ンド機械工業の現状（玉世正美）［＞インドにおける機械類輸入の

諸！日！槌（斎；ft，太一－藤島治実・前日彰）［〉インドにおける機械類

輸入需要J•ff済的行景｛マヰ植悟・藤島if, 実）［＞；｛＼ 3次5カ年ゴト函

列jにおける機械類輸入需要の終期（橘弘作・二E置正美）［＞補論

（藤i，＇，冶 J支）仁＞統計だ（斎必太一－話事島治実）仁〉現地よ：！だ調子民（君事

尚治実・前！日影）

［＞総指（汗上J¥l:1」L)I＞インド経済開発と小規模工業（久保田／1煩）I> 

イ／ドづ、以内仁、Z！）産：荒川］構成（加藤長続）ト工場制 lド小企業の

実態（井i：照丸）[> fンド小規検工業の経営と生産性（野村隆夫）

[> /', Iの小I,lf哲I'fの Ulr;（三焔芳郎・田中茂）［＞村議工業，家

内 l業，その他小規椴工業の態様（械山辰夫）I>政府の小工業政

筑（）！上！炉、 h)

アジア経済出版会発売
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